
大分市創業経営支援課 経営支援担当班 TEL097-537-5875 hanro@city.oita.oita.jp

〒870-8504 大分市荷揚町2番31号 大分市役所本庁舎9階 大分市 経営力強化 検索

申 請 期 間 令和７年４月１日（火）～令和８年３月３１日（火）
※申請期間中であっても、予算が無くなり次第、申請の受付を終了します。

対 象 者 大分市内に事業所を有する中小企業（個人事業主の場合は事業所及び住所）
※「産業競争力強化法」（第２条第２３項）に規定された中小企業者（みなし大企業等を除く）

詳細は裏面以降をご覧ください。

※各補助メニューの併用が可能です。

※各補助メニューの併用が可能です。

２、ＢＣＰ等策定等支援事業

補助率３分の２
事業継続計画（ＢＣＰ）：上限３０万円
事業継続力強化計画（ジギョケイ）：上限５万円

３、知的財産権取得促進事業

補助率２分の１
上限５０万円
※特許権・実用新案権：２０万円/件
※意匠権・商標権：１０万円/件

４、事業承継等支援事業

補助率３分の２
上限５０万円

※事業承継またはＭ＆Ａ売却に係る経費の補助

１、人材育成応援事業

１-① 自主研修

１-② 外部研修

市内で、自ら企画・開催する
研修または講習

補助率２分の１
上限３０万円

（ＤＸ研修は３分の２）

外部（市内外）で開催される
研修への参加

補助率２分の１
上限３０万円

（ＤＸ研修は３分の２）

〇大分市ホームページからオンライン申請ができるようになりました！
〇事前ヒアリングフォームの入力が不要になりました！
〇事後申請の提出期限が事業完了日から３０日以内となりました！



１、人材育成応援事業（自主研修・外部研修）

中小企業が従業員等の業務上必要な能力の向上または技術、知識等の習得のため、自社で企画する
研修や、研修機関が開催する研修への参加を支援します！

補助率 ２分の１ （ＤＸ研修：３分の２）

限度額
研修対象者１人あたり１０万円（一補助対象者につき３０万円）
※３０万円に達するまで複数回の申請が可能です。

１-① 自主研修

申請方法 【事前申請】 原則事業着手日（研修開始日）の１４日前（年末年始を除く）までに要申請

対象事業 市内で、自ら企画・開催する研修または講習

対象受講者
補助対象者の役員、個人事業主及びその従業員（短時間・有期雇用労働者を含みます。）
※企業組合、協業組合、商店街振興組合他にあっては、その役員及び事務局従事者に限ります。

対象経費

1. 会場借上料
2. 講師謝礼金
3. 講師招へいにかかる交通費及び宿泊費
4. 委託料（「講師謝礼金」、「講師招へいにかかる交通費及び宿泊費」に掲げる経費に相当するも

のに限ります。）

１-② 外部研修

申請方法

【事前申請】原則事業開始日（研修開始日）の１４日前（年末年始を除く）までに要申請

【事後申請】事業完了日から起算して３０日以内に要申請

事業完了日・・研修終了日、受講を証明する書類の発行日または補助対象経費支払日の

いずれか遅い日

対象事業

外部（市内外）で開催される研修への参加
実研修時間が６時間以上の研修または講習で、以下のいずれかの外部研修機関が実施するもの
1. 公的研修機関
2. 公設試験研究機関、教育訓練機関、中小企業団体、事業協同組合等
3. 専門的な研修を事業として実施している民間団体または企業等

対象受講者
市内に勤務する補助対象者の常勤の役員、個人事業主及びその従業員
（有期雇用労働者を除く。）
※企業組合、協業組合、商店街振興組合他にあっては、その役員及び事務局従事者に限ります。

対象経費
1. 研修費（受講料、テキスト代等）
2. 交通費（公共交通機関の利用に限ります。）
3. 宿泊費

制度の詳細の確認や提出書類のダウンロード、
オンライン申請等は右側の二次元コードから
大分市ホームページにて行ってください。



３、知的財産権取得促進事業

中小企業の競争力強化を図るため、日本国内の特許権・実用新案権・意匠権・商標権の出願を支援します！

補助率 ２分の１

限度額

【特許権または実用新案権】 【意匠権または商標権】

２０万円/件 １０万円/件

※５０万円に達するまで複数回申請可能です。

申請方法

【事前申請】原則事業開始日（出願予定日）の１４日前（年末年始を除く）までに要申請
【事後申請】事業完了日から起算して３０日以内に要申請
事業完了日・・出願番号通知発送日（オンライン出願の場合は受領書の受領通知日）または補助対

象経費支払日のいずれか遅い日

対象経費

【特許権・意匠権・商標権の出願】
出願料、電子化手数料及び弁理士に対する報酬

【実用新案権の出願】
出願料、電子化手数料、登録料（３年間分に限る。）及び弁理士に対する報酬

注意事項
同一年度に、すでにこの補助金の交付を受けた知的財産権の出願費用は交付の対象としません。
（他の事業者が既に交付決定を受けた共同出願費用を除く。）

２、ＢＣＰ等策定等支援事業

中小企業が、様々な緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を最小限にとどめつつ、中核となる事業
の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、
手段などを取り決めておく計画「事業継続計画（BCP）」及び「事業継続力強化計画（ジギョケイ）」の策定等を支援し
ます。

補助率 ３分の２

限度額

事業継続計画（ＢＣＰ） 事業継続力強化計画（ジギョケイ）

３０万円 ５万円

＊一補助対象者につき一年度あたり１回のみの交付とします。

申請方法

【事前申請】

原則事業開始日の１４日前（年末年始を除く）まで

に要申請

【事後申請】
事業完了日から起算して３０日以内に要申請
事業完了日・・策定した計画の認定日または補助
対象経費支払日のいずれか遅い日

対象経費

他の事業者から支援を受け、または委託して行うBCP等の策定または改定する際に生じる経費
1. 謝金、手数料（事業継続力強化計画の申請代行手数料を含む。）
2. 支援事業者または委託事業者の招へいに係る交通費及び宿泊費
3. ＢＣＰ等の製本（補助対象者自身が行う製本を除く。）に要する印刷製本費
4. 委託料（上記の①から③及びその他策定等に係る経費に限る）

制度の詳細の確認や提出書類のダウンロード、オンライン申請等は
右側の二次元コードから大分市ホームページにて行ってください。

制度の詳細の確認や提出書類のダウンロード、オンライン申請等は
右側の二次元コードから大分市ホームページにて行ってください。



▶▶ 事業のスキーム（事後申請は④から）

４、事業承継等支援事業

中小企業者が持つ技術、サービスまたは雇用の喪失を防ぐことを目的に、中小企業が行う事業承継等
に向けた取組を支援します！

補助率 ３分の２

限度額 ５０万円＊一補助対象者につき一年度あたり１回のみの交付とします。

申請方法 【事前申請】原則事業開始日（委託日）の１４日前（年末年始を除く）までに要申請

対象事業
支援機関（大分県事業承継・引継ぎ支援センター、大分商工会議所、野津原町商工会）による支援を受け
たうえで行う、事業承継またはM&A売却にかかる業務の専門業者への委託事業

対象経費

【事業承継にかかる業務の委託】

初期診断経費、コンサルティング経費、企業概
要書の作成経費、事業承継に係る計画の作成
経費、企業価値及び譲渡価格の算定経費並び
に着手金

【Ｍ＆Ａ売却に係る業務の委託】

初期診断経費、コンサルティング経費、企業概要書
の作成経費、Ｍ＆Ａ売却に係る計画の作成経費、
企業価値及び譲渡価格の算定経費、Ｍ＆Ａ売却に
係る仲介手数料、マッチング登録料並びに着手金

注意事項
対象外経費

・顧問料
・訴訟またはトラブルの対応にかかる経費
・Ｍ&Ａ売却等の成立時に支払う成功報酬にかかる経費

支援機関の支援を受けることが必須です

支援機関一覧 ※以下より１か所選択

■大分県事業承継・引継ぎ支援センター
大分市金池町３丁目１‐６４
大分県中小企業会館 ５階
電話 ０９７－５８５－５０１０

■大分商工会議所 中小企業相談部 経営支援課
大分市金池町２丁目３番４号
九電大分ビル２階
電話 ０９７－５３６－３２０８

■野津原町商工会
大分市野津原８００番地
電話 ０９７－５８８－０１０１

制度の詳細の確認や提出書類のダウ
ンロード、オンライン申請等は右側
の二次元コードから大分市ホーム
ページにて行ってください。


